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第１７６回理事会が４月２７日 (月)午後２時から、愛知県自動車会館

5階会議室において、開催されました。 

当理事会は、全理事17名と監事1名の出席があり、冒頭に金原理

事長の挨拶があり、続いて先週開催した第３４総務委員会及び第４０

回正副理事長会で決議された以下の内容等について、審議がなされ全

て了承されました。 

①組合員の入会について  

②車体整備士養成講習について ③通常総会の運営について  

④令和3年度の決算及び事業報告について  

⑤令和４年度事業計画(案)等について ⑥その他：意見要望・日車協連 

の動き等の報告 

 

 

令和３度の監事監査が４月２１日 (木)午前１１時から柏木・水野両監事に 

より、愛車協事務室内において、決算関係書類等の監査が行われました。 

令和３年度は、厳しい状況が続き、僅かではありますが、なんとか黒字決算 

 となりました。また、午後１時からは、第３４回総務委員会及び第４０回 

正副理事長会が、各事業場及び愛車協事務室において、メンバー全員の出席 

によりよりリモートで開催されました。（Ｚｏｏｍ会議） 

審議内容については、理事会に先立って通常総会の資料等について審議されました。 

 

 

既にご案内しましたとおり、第１８回通常総会を開催しますので、よろしくお願いします。 

出欠の返信はＦＡＸにより、必ず5月１３日（金）までにお願いします。  

愛車協事務局：ＦＡＸ：０５２－８７２－９５１０ 

なお欠席する場合は、委任状の記入をお忘れ無いようお願いします。 

１．日 時 ： 令和４年５月２５日（水）午後２時～（受付午後１時３０分） 

２．場 所 ： 愛知県自動車会館 ５階会議室 名古屋市昭和区滝子町30-16＊ 

なお、本年総会後の懇親会は行いませんので予めご了承ください。 

詳細は、愛車協ＨＰをご覧ください。

https://www.aishakyo.jp/files/PDF/2022/2022_4_30_soukaiannai18.pdf.pdf  
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令和３年度の共同購買高・斡旋手数料・ＨＰ等に、ご協力下さいました組合員 

全組合員の約４３％の５６社が、ご協力をしていただきました。 

誠にありがとうございました。 

本年の通常総会で上位3位が表彰されますが、ここにベスト１０を掲載して敬意

 を評させていただきます。本年度もご協力の程よろしくお願いいたします。 

1．㈱ﾌｧﾌ゙ ﾘｶｺﾐｭﾆｹー ｼｮﾝｽ 2．㈱関戸鈑金  ゙ 3．㈱加藤鈑金整備  

4．新明自工業㈱  5．㈱加藤自動車鈑金 6．㈱三光社  

7．共和工業㈱ 8．近藤自動車工業㈱ 9．カネマツ自動車㈱ 10．㈲光栄自動車 

 

 

先の理事会の承認を受けて５月から「中川「支部」の新組合員になっていただくことになりました。 

有限会社エイエイエス 代表取締役：安藤 好三 

・〒４４５－０８７４ 愛知県名古屋市中川区三ツ屋町1-59 

・TEL：０52-354-0700・FAX：０５２-３５４-０７３９ 

主な仕事 自動車鈑金塗装・中古自動車販売・自動車整備 

     特定整備認証取得工場 

 

 

特定整備工場制度開始に伴う取得済工場数は、４月末現在愛知県全体で２７９２工場（愛整振情報）

が電子制御装置整備を取得しており、その内愛車協組合員の取得数は次のとおりです。 

①整備主任者等資格取得講習者数：１３９人 

②電子制御装置整備の特定整備工場取得者数：８４社 

③内新規電子制御装置整備の特定整備工場取得者数：８社 

 

 

自動車盗難等防止協議会では、自動車盗難被害が全国ワースト2位の愛知県で、自動車盗の摘発につな

がった情報の提供者に１０万円の情報提供報奨金が支払われます。 

同様の報奨金では全国で最高額になっています。この報奨金制度は 

２０１５年１０月、全国に先駆けて始まり「車の近くで不審な動きを

している人がいる」「不自然なナンバープレートがある」といった情報

を１１０番などで県警に知らせ、容疑者逮捕につながった場合に支払 

われます。この制度開始から今年３月までに報奨金の適用は２６件でし

たが、昨年１年間では１件のみでした。 

 


